
 
 

 

感染症等発生時の報告について（令和５年５月２日） 
（修正５月 10日） 

 
 

１ 報告方法 

乳幼児が集団で利用する施設等においては、感染症等の発生時における迅速で適切な 

対応が求められていることから、各保育・教育施設にて感染症等が発生及びその疑いが 

ある場合、「２ 報告基準」に従い、『感染症等発生報告書』様式を使用し、保育・教育

施設が所在する区福祉保健センターこども家庭支援課へ速やかにメールにて報告して

いただきますようお願いいたします。 

なお、報告をする際、必ず事前に電話にて「報告する」旨を連絡してください。 

 
２ 報告基準 

（１） 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者

が１週間内に２名以上発生した場合 

（２） 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる者が 10人以上又は 

全利用者の２割以上発生した場合（インフルエンザ、ノロウイルス、新型コロナウイ

ルス等） 

（３） 上記に該当しない場合があっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑わ

れ、特に施設長が報告を必要と認めた場合 

（４） 「感染症法に定める感染症（一類～三類）及び麻しん・風しん」については、１人で

も発生及びその疑いのある場合 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法） 

及び施行令(令和 4.12.9施行） 
 

 感染症名 

一類 
エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、 

マールブルグ病、ラッサ熱、 

二類 

急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群

（SARS）、中東呼吸器症候群（MERS）鳥インフルエンザ（H5N1）、鳥イ

ンフルエンザ（H7N9） 

三類 コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸チフス、パラチフス 
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３ その他 

『感染症等発生報告書』にて報告後１週間が経過した段階で、発生状況に改善がみ

られない場合、再度『感染症等発生報告書』にて各区福祉保健センターこども家庭支

援課へ報告してください。 

また、報告が必要な感染症プルダウンで選択できるように様式を変更いたしました。

手入力での複数の入力も可能です。このプルダウンに設定されていない感染症の報告

は不要です。 

 
４ 感染症等発生時の連携体制について（参考） 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

〇「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」の一部改正について（R5.4.28） 
https://www.mhlw.go.jp/content/001092966.pdf 

「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」（Ｈ17.2.22 厚労省各局課長通知） 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/dl/h170222.pdf 

○「保育所における感染症対策ガイドライン（2018年改訂版）（2023（令和５）年５月一部改訂）」 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shitukoujou/kansen/20190329095234280.html 

（横浜市のホームページからもダウンロードできます） 

報告・相談・指導 
保 育・教育 施 設 嘱託医・連携医・医療機関 

報告（報告書の提出）・相談 相談・指導 
法に基づく報告 

（受診した医療機関） 

各区福祉保健センター 各区福祉保健課健康づくり係 

こども家庭支援課 

報告書を メール 

報告書（写）にて 

報告・相談 

生活衛生課食品衛生係 

（感染症の拡大防止・再発防止 

のための調査・指導） 

こども青少年局 

保育・教育支援課 

医療局健康安全課 

健康危機管理担当 

https://www.mhlw.go.jp/content/001092966.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/dl/h170222.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shitukoujou/kansen/20190329095234280.html
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【別表】
感染症
類型

疾病名

５類 新型コロナウイルス感染症
５類 インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。）
５類 RSウイルス感染症
５類 手足口病
５類 感染性胃腸炎（病原体がロタウイルスであるものに限る。）
５類 感染性胃腸炎
５類 水痘
５類 ヘルパンギーナ
５類 伝染性紅斑
５類 突発性発しん
５類 風しん
５類 麻しん
５類 Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎
５類 流行性耳下腺炎
５類 急性出血性結膜炎
５類 流行性角結膜炎
５類 咽頭結膜熱
５類 マイコプラズマ肺炎
５類 百日咳
５類 無菌性髄膜炎
５類 先天性風しん症候群
５類 破傷風
５類 薬剤耐性アシネトバクター感染症
５類 アメーバ赤痢
５類 ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く。）
５類 カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症

５類
急性脳炎（ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳炎、
東部ウマ脳炎、日本脳炎、ベネズエラウマ脳炎及びリフトバレー熱を除く。）

５類 クリプトスポリジウム症
５類 クロイツフェルト・ヤコブ病
５類 劇症型溶血性レンサ球菌感染症
５類 後天性免疫不全症候群
５類 ジアルジア症
５類 バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症
５類 バンコマイシン耐性腸球菌感染症
５類 侵襲性インフルンエンザ菌感染症
５類 侵襲性髄膜炎菌感染症
５類 侵襲性肺炎球菌感染症
５類 クラミジア肺炎（オウム病を除く。）

５類
細菌性髄膜炎（インフルエンザ菌、髄膜炎菌、肺炎球菌を原因として
同定された場合を除く。）

５類 梅毒
５類 播種性クリプトコックス症
５類 性器クラミジア感染症
５類 性器ヘルペスウイルス感染症
５類 尖圭コンジローマ
５類 淋菌感染症
５類 ペニシリン耐性肺炎球菌感染症
５類 メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症
５類 薬剤耐性緑膿菌感染症
５類 水痘（患者が入院を要すると認められるものに限る。）
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こ 成 総 第 １ ８ 号 

こ 支 総 第 ９ 号 

健発０４２８第３号 

生食発０４２８第８号 

社援発０４２８第１８号 

障発０４２８第１号 

老発０４２８第９号 

令和５年４月２８日 

 

  都道府県知事 

  指定都市市長 

各  中核市市長  殿  

  保健所政令市市長 

  特別区区長 

 

こ ど も 家 庭 庁 成 育 局 長 

こ ど も 家 庭 庁 支 援 局 長 

厚 生 労 働 省 健 康 局 長 

厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」の一部改正に

ついて 

 

社会福祉施設等において感染症等が発生した時の報告については、「社会福

祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」(平成 17 年２月 22 日

付け健発第 0222002 号、薬食発第 0222001 号、雇児発第 0222001 号、社援発第

0222002 号、老発第 0222001 号厚生労働省健康局長、厚生労働省医薬食品局長、

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、厚生労働省社会・援護局長、厚生労働省

老健局長通知)によることとしていますが、今般、当該通知を別添のとおり改

正することとしたので、ご了知いただくとともに、関係機関等へ周知いただき、

その実施に遺漏なきようお願いいたします。 

なお、新型コロナウイルス感染症（COVID－19）については、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第 44

条の２第３項の規定に基づき、厚生労働大臣から、令和５年５月７日をもって

同法の新型インフルエンザ等感染症と認められなくなる旨が公表され、これに

伴い、同月８日に同法の５類感染症に位置付けられることとなったところです
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が、それ以降も、引き続き当該通知における「感染症」には、新型コロナウイ

ルス感染症が含まれる旨申し添えます。 

（主な改正箇所は太字下線） 



 

健 発 第 0222002 号 

薬食発第 0222001 号 

雇児発第 0222001 号 

社援発第 0222002 号 

老 発 第 0222001 号 

平成 17 年２月 22 日 

 

  都道府県知事 

  指定都市市長 

各  中核市市長  殿  

  保健所政令市市長 

  特別区区長 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 長 

厚 生 労 働 省 医 薬 食 品 局 長 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

厚生労働省社会・援護局長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

 

社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 

 

高齢者、乳幼児、障害者等が集団で生活又は利用する社会福祉施設及び介護老

人保健施設等（その範囲は別紙のとおり。以下「社会福祉施設等」という。）に

おいては、感染症等の発生時における迅速で適切な対応が特に求められる。 

今般、下記により、社会福祉施設等において衛生管理の強化を図るとともに、

市町村等の社会福祉施設等主管部局への報告を求め、併せて保健所へ報告する

ことを求めることとしたので、管内市町村及び管内社会福祉施設等に対して、下

記の留意事項の周知徹底を図っていただくようお願いする。 

また、下記の取扱いに当たっては、公衆衛生関係法規を遵守しつつ、民生主管

部局と衛生主管部局が連携して対応することが重要であることから、関係部局

に周知方よろしくお願いする。 

  



 

記 

 

1. 社会福祉施設等においては、職員が利用者の健康管理上、感染症や食中毒を

疑ったときは、速やかに施設長に報告する体制を整えるとともに、施設長は

必要な指示を行うこと。 

 

2. 社会福祉施設等の医師及び看護職員は、感染症若しくは食中毒の発生又はそ

れが疑われる状況が生じたときは、施設内において速やかな対応を行わなけ

ればならないこと。 

 また、社会福祉施設等の医師、看護職員その他の職員は、有症者の状態に

応じ、協力病院を始めとする地域の医療機関等との連携を図るなど適切な措

置を講ずること。 

 

3. 社会福祉施設等においては、感染症若しくは食中毒の発生又はそれが疑われ

る状況が生じたときの有症者の状況やそれぞれに講じた措置等を記録する

こと。 

 

4. 社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社会福

祉施設等主管部局に迅速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、

対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求めるなど

の措置を講ずること。 

ア. 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又

は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合 

イ. 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が 10 名以上

又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ. ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等

の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 

5. ４の報告を行った社会福祉施設等においては、その原因の究明に資するため、

当該患者の診察医等と連携の上、血液、便、吐物等の検体を確保するよう努

めること。 

 

6. ４の報告を受けた保健所においては、必要に応じて感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症

法」という ）第 15 条に基づく積極的疫学調査又は食品衛生法（昭和 22 年

法律第 233 号）第 63 条に基づく調査若しくは感染症若しくは食中毒のまん



 

延を防止するために必要な衛生上の指導を行うとともに、都道府県等を通じ

て、その結果を厚生労働省に報告すること。 

 

7. ４の報告を受けた市町村等の社会福祉施設等主管部局と保健所は、当該社会

福祉施設等に関する情報交換を行うこと。 

 

8. 社会福祉施設等においては、日頃から、感染症又は食中毒の発生又はまん延

を防止する観点から、職員の健康管理を徹底し、職員や来訪者の健康状態に

よっては利用者との接触を制限する等の措置を講ずるとともに、職員及び利

用者に対して手洗いやうがいを励行するなど衛生教育の徹底を図ること。ま

た、職員を対象として衛生管理に関する研修を定期的に行うこと。 

 

9. なお、医師が、感染症法又は食品衛生法の届出基準に該当する患者又はその

疑いのある者を診断した場合には、これらの法律に基づき保健所等への届出

を行う必要があるので、留意すること。 

 

 

  



 

別  紙 

 

対象となる社会福祉施設等 

 

【介護・老人福祉関係施設】 

○ 養護老人ホーム 

○ 特別養護老人ホーム 

○ 軽費老人ホーム 

○ 老人デイサービス事業を行う事業所、老人デイサービスセンター 

○ 老人短期入所事業を行う事業所、老人短期入所施設 

○ 小規模多機能型居宅介護事業を行う事業所 

○ 老人福祉センター 

○ 認知症グループホーム 

○ 生活支援ハウス 

○ 有料老人ホーム 

○ サービス付き高齢者向け住宅 

○ 介護老人保健施設 

○ 看護小規模多機能型居宅介護事業を行う事業所 

○ 介護医療院 

 

【保護施設】 

○ 救護施設 

○ 更生施設 

○ 授産施設 

○ 宿所提供施設 

 

【ホームレス関係施設】 

○ ホームレス自立支援センター 

○  緊急一時宿泊施設 

 

【その他施設】 

○ 社会事業授産施設 

○ 無料低額宿泊所（日常生活支援住居施設含む） 

○ 隣保館 

○ 生活館 

 



 

【児童・婦人関係施設等】   

○ 助産施設 

○ 乳児院 

○ 母子生活支援施設 

○ 保育所 

○ 認定こども園 

※ 幼保連携型・幼稚園型については、学校保健安全法第 18条（保健所との連絡）

等の規定にも留意すること。 

○ 児童厚生施設 

○ 児童養護施設 

○ 児童心理治療施設 

○ 児童自立支援施設 

○ 児童家庭支援センター 

○ 児童相談所一時保護所 

○ 婦人保護施設 

○ 婦人相談所一時保護所 

 

【障害関係施設】 

○ 障害福祉サービス事業所（訪問系サービスのみを提供する事業所を除く） 

○ 障害者支援施設 

○ 福祉ホーム 

○ 障害児入所施設 

○ 児童発達支援センター 

○ 障害児通所支援事業所 

○ 身体障害者社会参加支援施設 

○ 地域活動支援センター 

○ 盲人ホーム 
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